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先行都市の自治基本条例等の条文一覧 

 高松市 熊本市 函館市 姫路市 

条例名 自治基本条例 自治基本条例 自治基本条例 自治基本条例 

施行年月日 H22.2.15 H22.4.1 H23.4.1 ― 

前文  

私たちのまち高松は、多島美を誇る波静か
な瀬戸内海や讃岐山脈の山々の自然に恵ま
れ、県都として、また、四国の中心都市とし
て発展を続けてきました。このまちに住む私
たちには、先人たちがたゆまぬ努力によって
つくりあげた歴史や地域に根ざした文化、そ
して自然と調和して生活する知恵が、大切な
財産として受け継がれています。  
私たちは、豊かな自然と都市機能が調和し

たこの高松を、「高松市民のねがい」に込め
られた明るく住みよいまちとして、また、す
べての人に基本的人権が保障され、あらゆる
分野において、その個性と持てる能力を十分
に発揮できるまちとして、さらに、豊かな人
間性と創造性をはぐくむ文化を発展させ、生
きる喜びと潤いが感じられるまちとして、将
来に引き継いでいかなければなりません。  
このためには、私たち市民一人一人がまち

づくりの担い手であることを自覚して、市政
および地域の課題の解決に積極的に取り組
むとともに、市民、議会、行政が適切な役割
分担の下、多様な協力関係を構築し、参画と
協働のまちづくりを進めていくことが必要
です。  
私たちはここに、自治の基本理念を共有

し、地域の個性や自立性を尊重した活力のあ
るまちをつくるとともに、心豊かな文化のか
おりあふれる市民主体のまちづくりを推進
するため、高松市自治基本条例を制定しま
す。 

熊本市は、清らかな地下水に恵まれ、熊本
城に代表される歴史遺産や様々な文化が息
づく、快適な都市機能と豊かな自然が調和し
ているまちです。 
わたしたちには、多くの人々の英知とたゆ

まぬ努力により成長してきたこのまちを、日
本国憲法に保障されている個人の尊重及び
法の下の平等のもと、子どもたちが大人にな
っても大好きなふるさとであるよう、豊かな
自然等を守りながら、誰もが希望と誇りをも
って心豊かに安心して暮らしていけるまち
へ発展させ、次世代に引き継いでいく責任が
あります。 
社会の成熟化に伴い人々の価値観も多様

化し、地方分権が進展する中、今日における
地方自治は、市民が自治の主体としてその役
割を自覚し、情報の共有を前提にして、積極
的に市政・まちづくりに参画し、市民、市議
会及び市長等が協働して、自主的、自立的に
進めていかなければならないものです。 
また、市議会及び市長等は、公共の福祉を

念頭に置き、主権者である住民の信託に基づ
く市政を進めていかなければなりません。 
そこで、地方自治の本旨を実現し、わたし

たちのまち熊本市をみんなで築いていくた
めに、市民、市議会及び市長等が共有する本
市の自治の最高規範として、この条例を制定
します。 

わたしたちのまち函館は、我が国最初の国
際貿易港として早くから海外に門戸を開き、
更には、北海道の海の玄関口となるなど、巴
の港を舞台にさまざまな交流が行われ、発展
してきました。 
豊かな海と山に囲まれた函館は、異国情緒

漂うまち並みや函館山からの夜景など美し
い景観が市民の暮らしと融合しているまち
で、このまちには、歴史に刻まれた人々、文
化をはぐくんだ多くの人々の活動や営みが
息づいています。 
わたしたちは、先人が築き上げてきたこの

まちが、更に輝き、だれもが安心して豊かに
暮らせる函館、夢と希望にあふれ、心はずむ
函館となるよう、次の世代に引き継いでいか
なければなりません。そのためには、わたし
たち一人一人がまちづくりの主体であるこ
とを自覚し、郷土に対する愛と誇りと責任を
持って、生き生きと行動し、市民自治による
まちづくりを進めていくことが必要です。 
わたしたちは、自ら行動して主体的にまち

づくりにかかわるという決意を示すととも
に、その担い手である市民、議会および市長
等のそれぞれの役割や相互の関係などを明
らかにして、ここにまちづくりの原点となる
函館市自治基本条例を制定します。よりよい
函館にするために。 

姫路市は、播磨平野のほぼ中央に位置し、
北部には森林丘陵地帯や田園地が広がり、南
の播磨灘には大小 40 余りの島々が点在し、
豊かな自然環境に恵まれている。 
この姫路の地は、7世紀に播磨国の国府が

置かれるなど、古くから交通の要衝として栄
え、近世以降、世界文化遺産・姫路城が築城
されるなど、城下町としても繁栄してきた。 
そして、明治 22 年の市制施行に伴い、姫

路市が誕生し、数次の合併を行うとともに、
播磨灘に面した臨海部を中心としたものづ
くりに支えられ、市勢が発展してきた。 
また、その歴史の中で、市内の各地域にお

いては、個性豊かな祭り等の伝統行事が育ま
れるとともに、豊かな大地と海の恩恵を受け
て培われた食文化が暮らしに根付いている。 
我々は、先人から受け継いだこの素晴らし

いまちを、豊かな自然環境を守りながら、誰
もが希望と誇りを持って安全で安心して暮
らすことができるまちに発展させるととも
に、家庭や地域社会の中で次代を担う子ども
たちの豊かな人間性を育み、未来に引き継い
でいかなければならない。 
このためには、我々一人ひとりがまちづく

りの担い手であることを自覚し、自治会をは
じめ、地域の諸団体による地域コミュニティ
活動等を通じて、まちづくりに積極的に関わ
るとともに、住民等、議会及び行政が適切に
役割を分担し、まちづくりに取り組んでいか
なければならない。 
ここに、日本国憲法で保障された地方自治

の本旨である団体自治と住民自治に基づい
て、「ふるさと・ひめじ」を皆で築いていく
ために、本市における自治の基本について定
める姫路市自治基本条例を制定する。 

参考資料③ 参考資料③ 
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 高松市 熊本市 函館市 姫路市 

 目的 

(目的)  
第 1 条 この条例は、高松市における自治の
基本理念および基本原則を明らかにすると
ともに、市民、議会および執行機関の役割
と責務ならびに参画と協働による自治運営
の基本的事項を定めることにより、市民主
体の自治の実現を図ることを目的とする。 

(目的) 
第1条 この条例は、本市における自治の基本
理念を明らかにするとともに、市民、市議
会及び市長等の役割並びに自治を推進する
ための原則を定めることにより、日本国憲
法に規定する地方自治の本旨に基づく自治
を推進し、もって個性豊かで活力に満ちた
社会の実現を図ることを目的とします。 

(目的) 
第1条 この条例は、本市における市民自治の
基本理念および基本原則を定め、市民、議
会および市長等の役割、責務等を明らかに
するとともに、行政運営の基本事項を定め
ることにより、市民自治によるまちづくり
の推進を図ることを目的とします。 

(目的) 
第1条 この条例は、姫路市における自治の基
本理念を明らかにするとともに、住民等の
権利及び責務、議会及び市長等の責務、行
政運営の基本原則並びに参画と協働による
まちづくりの基本的事項等を定めることに
より、住民等がまちづくりの主体となる都
市の実現を図ることを目的とする。 

総則 定義 

(定義)  
第2条 この条例において、次の各号に掲げる
用語の意義は、当該各号に定めるところに
よる。  

(1) 市民 市内に居住し、通勤し、または通
学する個人および市内で事業を行い、また
は活動を行う個人または法人その他の団
体をいう。  

(2) 執行機関 市長、教育委員会、選挙管理
委員会、監査委員、公平委員会、農業委員
会、固定資産評価審査委員会および地方公
営企業の管理者をいう。  

(3) 市 議会および執行機関をいう。  
(4) 地域のまちづくり 市民が住みよい地域
社会をつくるために地域の課題の解決に
取り組む活動をいう。  

(5) 参画 市民が市政および地域のまちづく
りに主体的に関与することをいう。  

(6) 協働 市民と市が、または市民相互が、
互いを理解し、対等な立場で、それぞれの
責任と社会的役割を踏まえ、共通の目的達
成のために共に取り組むことをいう。 

(定義) 
第2条 この条例において使用する用語の意
義は、次のとおりとします。 

(1) 住民 本市の区域内に住所を有する者を
いいます。 

(2) 市民 次のいずれかに該当するものをい
います。 
ア 住民 
イ 本市の区域内に通勤し、又は通学する
者 
ウ 本市の区域内で事業を営み、又は活動
する個人及び法人その他の団体(以下
「事業者、地域団体、市民活動団体等」
といいます。) 

(3) 市長等 市長、教育委員会、選挙管理委
員会、人事委員会、監査委員、農業委員会、
固定資産評価審査委員会、公営企業管理者
及び消防長をいいます。 

(4) 参画 施策の立案から実施及び評価まで
の過程に主体的に参加することをいいま
す。 

(5) 協働 同じ目的のために、それぞれが対
等な立場に立ち、役割と責任を担い、協力
することをいいます。 

(6) 市政 市長等又は市議会が行う活動をい
います。 

(7) 自治 自分たちの地域を自分たちの意思
で責任を持ち治めることをいいます。 

(8) まちづくり 自らが生活し、又は活動し
ている地域をはじめとして、熊本市を魅力
的でより快適にしていく活動をいいます。 

(9) コミュニティ活動 地域又は共通の関心
によってつながった多様な組織及び集団
が身近な課題を解決するために行う活動
をいいます。 

(定義) 
第2条 この条例において使用する用語の意
義については、次のとおりとします。 

(1) 市民 市内に住所を有する者、市内に通
勤し、または通学する者および市内で活動
する法人その他の団体をいいます。 

(2) 市長等 市長その他の執行機関をいいま
す。 

(3) 協働 市民、議会および市長等が、それ
ぞれの役割、責務等を自覚しながら、互い
の立場を尊重し、対等な関係で協力し合う
ことをいいます。 

(定義) 
第2条 この条例において、次の各号に掲げる
用語の意義は、当該各号に定めるところに
よる。 
(1) 住民 市内に住所を有する者 
(2) 住民等 次に掲げるものをいう。 
ア 住民 
イ 市内へ通勤又は通学をする者 
ウ 市内で事業を行う者（以下「事業者」 

という。） 
エ 市内で活動する個人又は法人その他 
の団体 

(3) 市長等 市長その他の執行機関をい 
う。 

(4) 参画 住民自治の理念の下、住民が、
市政をはじめ、まちづくりに主体的に参
加すること、また、住民等が、まちづく
りに関わることをいう。 

(5) 協働 市と住民等又は住民等同士が、
まちづくりにおいて、共通の目的を効果
的に達成するため、相互に理解し、対等
な立場で、それぞれの役割及び責任を踏
まえ、協力することをいう。 



3 

 

 高松市 熊本市 函館市 姫路市 

 

位置 
付け 
・ 
最高 
規範 
性 

(条例の位置付け)  
第3条 この条例は、本市の自治の基本を定め
るものであり、市民および市は、この条例
の趣旨を最大限に尊重しなければならな
い。 

2 市は、他の条例、規則等の制定改廃および
解釈運用または計画等の策定および変更に
当たっては、この条例との整合を図らなけ
ればならない。 

(最高規範性) 
第38条 他の条例、規則等の制定改廃、解釈
及び運用に当たっては、この条例に定める
事項を最大限尊重し、整合性を図ります。
各種計画の策定、見直し及び運用において
も、同様とします。 

2 市民、市議会及び市長等は、この条例を尊
重し、本市の自治の推進に努めます。 

(この条例の位置付け) 
第3条 市民、議会および市長等は、本市のま
ちづくりの推進に当たっては、この条例の
趣旨を最大限に尊重しなければなりませ
ん。 

2 市(議会および市長等をいいます。以下同
じ。)は、条例、規則等の制定、改正または
廃止に当たっては、この条例との整合を図
らなければなりません。 

(条例の位置付け) 
第3条 市及び住民等は、この条例の規定を最
大限に尊重するものとする。 

2 市は、他の条例及び規則等の制定、改廃及
び運用に当たっては、この条例との整合を
図るものとする。 

総則 
自治 
の 
理念 

(自治の基本理念) 
第4条 自治の主権者は、市民とする。  
2 市は、市民の信託に基づき、個人の尊厳お
よび自由が尊重され、かつ、公正で開かれ
た市政を推進するものとする。  

3 市民および市は、地域の個性および自立性
を尊重した地域のまちづくりを推進するも
のとする。 

(自治の基本理念) 
第3条 地方自治の本旨に基づく住民自治の
拡充推進と団体自治の確立を目指すための
基本理念は、次に掲げるとおりとします。 

(1) 市民の福祉の増進 
(2) 主権者である住民の意思を適切に反映
した信託に基づく市政 

(3) 一人ひとりの人権の尊重 
(4) 情報共有、信頼及び協働による市政・ま
ちづくりの推進 

(5) 市民の自発的及び積極的な参画による
市政・まちづくりの推進 

(6) 将来にわたる持続可能な社会の実現 
(7) 国及び県との対等な関係のもとでの自
立した市政の推進 

(基本理念) 
第4条 市民は、まちづくりの主体です。 
2 市政は、市民の信託に基づくものであり、
市は、その公正かつ誠実な運営に努めます。 

(自治の基本理念) 
第4条 自治の基本理念は、次に定めるとおり
とする。 

(1) 住民の福祉の増進を図ること。 
(2) 個人を尊重し、かつ、法の下の平等を保
障するとともに、地域の特性及び自立性を
尊重したまちづくりを推進すること。 

(3) 住民等の信頼に基づく公正で開かれた
市政を推進すること。 

 
基本 
原則 

(自治の基本原則) 
第5条 市民および市は、次に掲げる基本原則
にのっとり、自治運営を行うものとする。  

(1) 情報共有の原則 市政に関する情報を共
有すること。  

(2) 参画の原則 市民の参画により市政運営
および地域のまちづくりが行われること。  

(3) 協働の原則 協働して市政および地域の
課題の解決に当たること。 

(自治運営の基本原則) 
第4条 市民、市議会及び市長等は、次に掲げ
る基本原則により自治運営を行います。 

(1) 情報共有の原則 市政・まちづくりに関
する情報を共有すること。 

(2) 参画の原則 参画により市政・まちづく
りが行われること。 

(3) 協働の原則 協働により市政・まちづく
りが行われること。 

(基本原則) 
第5条 市民のまちづくりに参加する機会は、
平等に保障されるものとします。 

2 市民および市は、まちづくりに関する情報
を共有します。 

3 市民および市は、協働によるまちづくりを
進めます。 

(基本原則) 
第5条 住民等がまちづくりの主体となるた
めの基本原則は、次に定めるとおりとする。 

(1) 情報共有の原則 市及び住民等は、まち
づくりに関する情報を共有すること。 

(2) 参画の原則 市は、まちづくりへの参画
を推進し、住民等は、まちづくりに参画す
ること。 

(3) 協働の原則 市及び住民等は、まちづく
りにおいて、協働すること。 
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市民 
の 
権利 

(市民の知る権利)  
第6条 市民は、市政に関する情報について、
知る権利を有する。  

(市民の参画の権利)  
第7条 市民は、人種、信条、性別、社会的身
分等にかかわらず、市政および地域のまち
づくりに参画する権利を有する。  

2 市民は、参画に当たっては、その自主性が
尊重されるとともに、参画することまたは
参画しないことによって不利益な取扱いを
受けない。 

(市民の権利) 
第5条 市民は、日本国憲法及び法令に定める
権利を有するとともに、自治の基本理念を
実現するため、次に掲げる権利を有します。
ただし、法令上保有できないものを除きま
す。 

(1) 市長等及び市議会に対して、情報を求め
る権利 

(2) 市政・まちづくりに参画し、意見を表明
し、又は提案する権利 

(市民の権利および責務) 
第12条 市民は、自由かつ平等にまちづくり
に参加する権 利を有します。 

2 市民は、市が保有する情報について知る権
利を有します。 

(住民等の権利) 
第 6条 住民等は、次に掲げる権利を有する。
ただし、これを濫用してはならず、公共の
福祉のために行使するものとする。 

(1) 市政に関する情報を知る権利。 
(2) 参画する権利。 

市民 
・ 
議会 
・ 
市長 
等 

市民 
の 
責務 

(市民の役割と責務)  
第8条 市民は、自治の主体として、地域社会
の活性化を図るとともに、市政および地域
の課題の解決に主体的に取り組むものとす
る。  

2 市民は、参画の機会を積極的に活用するよ
う努める とともに、参画に当 たっては、
公共的な視点に立って、自らの発言と行動
に責任を持たなければならない。  

3 市民は、法令等の定めるところにより納税
等の義務を果たすものとし、また、選挙権
を有する市民は、その行使の機会を生かす
ように努めるものとする。 

(市民の責務) 
第6条 市民は、日本国憲法及び法令に定める
義務を有するとともに、自治の基本理念を
実現するため、次に掲げる責務を果たしま
す。 

(1) 市政・まちづくりへ積極的に参画し、又
は自らまちづくりに取り組むよう努める
こと。 

(2) 市政・まちづくりへの参画に当たって
は、自らの発言 と行動に責任を持つこと。 

(市民の権利および責務) 
第12条 
3 市民は、まちづくりの主体としての役割を
認識し、互いに尊重し、協力してまちづく
りを推進するよう努めるものとします。 

4 市民は、それぞれができる範囲でまちづく
りに参加するよう努めるものとします。 

5 市民は、まちづくりに参加する際には、自
らの発言と行動に責任を持たなければなり
ません。 

(住民等の責務) 
第 7 条 住民等は、次に掲げる責務を果たす
ものとする。 

(1) 公益的な視点に立ち、自らの発言と行動
に責任を持って参画すること。 

(2) 参画に当たって、その目的を効果的に達
成できる場合には、協働すること。 

(3) まちづくりに関する負担を分任するこ
と。 

 

市民 
活動 
団体 
の 
責務 
・ 
支援 

(市民活動団体)  
第 24 条 市は、自発的かつ主体的に行われる
非営利の活動で、不特定かつ多数のものの
利益の増進に寄与することを目的とする市
民活動団体の活動を尊重するとともに、そ
の活動に対して適切な支援を行うものとす
る。 

(市民の責務) 
第6条 
2 事業者、地域団体、市民活動団体等は、そ
の事業又は活動が社会生活に及ぼす影響に
十分配慮するとともに、社会との調和に努
め、まちづくりに取り組みます。 

  (住民等の責務) 
第 7条  
2 地域コミュニティ活動、ＮＰＯ活動及びボ
ランティア活動(以下これらを「市民活動」
という。)を通じて、まちづくりに取り組む
法人その他の団体は、その活動に努めるも
のとする。 

(市長等の責務) 
第10条  
2 市長等は、参画と協働によるまちづくりを
推進するとともに、まちづくりに係る市民
活動を支援するものとする。 
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 高松市 熊本市 函館市 姫路市 

市民 
・ 
議会 
・ 
市長 
等 

コミ
ュニ
ティ 

  (地域コミュニティ活動) 
第32条 市民は、市民相互の協働により、身
近な地域の課題を解決していくとともに、
社会を多様に支え合う自主的で自立的な地
域のコミュニティ活動(以下「地域コミュニ
ティ活動」といいます。)を推進するよう努
めます。 

2 市民は、地域コミュニティ活動を行うに当
たっては、思いやりとふれあいのある住み
よい地域となるよう、自らの役割を自覚し、
互いを十分に尊重しながら進めることとし
ます。 

3 市長等は、市民による地域コミュニティ活
動が推進されるよう支援します。 

(市民公益活動) 
第33条 市民は、前条に規定する活動のほか、
公共の利益や社会貢献を目的として自主的
に活動する市民活動(以下「市民公益活動」
といいます。)に対する理解を深め、これを
守り育てるよう努めます。 

2 市長等は、市民公益活動が推進されるよう
支援します。 

  (住民等の責務) 
第 7条  
2 地域コミュニティ活動、ＮＰＯ活動及びボ
ランティア活動(以下これらを「市民活動」
という。)を通じて、まちづくりに取り組む
法人その他の団体は、その活動に努めるも
のとする。 

 

 

事業 
者の 
責務 
等 

  (市民の責務) 
第6条 
2 事業者、地域団体、市民活動団体等は、そ
の事業又は活動が社会生活に及ぼす影響に
十分配慮するとともに、社会との調和に努
め、まちづくりに取り組みます。 

  (住民等の責務) 
第 7条  
3 事業者は、地域社会を構成する一員とし
て、社会的責任を認識し、地域社会との調
和を図るとともに、社会貢献活動に努める
ものとする。 



6 

 

 高松市 熊本市 函館市 姫路市 

 
 
 
 
 
 
 

市民 
・ 
議会 
・ 
市長 
等 

議会 
の 
役割 
・ 
責務 

(議会の役割と責務)  
第9条 議会は、直接選挙により選ばれた代表
者である議員によって構成される意思決定
機関であり、市民の意思を市政に反映させ
るよう努めなければならない。  

2 議会は、積極的に調査研究を行うなど政策
形成機能の充実を図るとともに、市政運営
に対する監視機能としての役割を果たすも
のとする。  

3 議会は、議会活動に関する情報を市民に広
く分かりやすく提供するなど、開かれた議
会運営に努めなければならない。 

(市議会の役割) 
第7条 市議会は、地方自治法(昭和22年法律
第67号)その他の法令に定める権限を有し、
次に掲げる役割を担います。 

(1) 市長等が行う市政を監視し、公平及び公
正で透明性の高い市政の実現に努めるこ
と。 

(2) 広範な市民の意見の聴取及び集約に努
めること。 

(3) わかりやすく開かれた議会運営に努め
ること。 

(市政の基本原則) 
第12条 市長等及び市議会は、次に掲げる基
本原則に基づき市政を行います。 

(1) 自治の基本理念及び自治運営の基本原
則に基づいた市政を行うこと。 

(2) 健全な財政のもとで、総合的かつ計画的
な市政を行うとともに、事務を処理するに
当たっては、最少の経費で最大の効果を挙
げること。 

(3) 市民に対しての説明責任を果たすこと。 

(議会の役割および責務) 
第13条 議会は、本市の意思決定機関であり、
その意思決定に当たっては、市民の意見の
把握に努めるとともに、適正な市政運営が
行われるよう執行機関を監視し、評価し、
およびけん制する役割を果たすものとしま
す。 

2 議会は、政策形成機能の充実に努めなけれ
ばなりません。 

3 議会は、議会活動に関する情報を市民に積
極的に、かつ、分かりやすく伝えるととも
に、開かれた議会運営に努めなければなり
ません。 

(議会の責務) 
第 8 条 議会は、姫路市議会基本条例(平成
23 年 10 月 6 日施行)に基づき、その役割と
責務を果たすため、市民の意思を的確に把
握するとともに、透明性を確保し、開かれ
た議会運営を行うよう努めるものとする。 

 

 
議員 
の 
責務 

(議員の役割と責務)  
第10条 議員は、前条に規定する議会の役割
と責務を十分認識し、公正かつ誠実に職務
を遂行しなければならない。  

2 議員は、自己研さんに努めるとともに、地
域の課題および市民の意見を把握し、総合
的な視点に立って、市民の信託にこたえる
ものとする。 

(市議会議員の責務) 
第8条 市議会議員は、次に掲げる責務を担い
ます。 

(1) 市民の信頼に応え、誠実に職務を行うこ
と。 

(2) 政策の提案及び立法に関する活動を行
うよう努めること。 

(議員の責務) 
第14条 議員は、市民の意見を積極的に把握
するとともに、議員としての倫理観、使命
感およびまちづくりについての理念を持
ち、公正かつ誠実に職務を遂行しなければ
なりません。 

2 議員は、市民の負託にこたえるよう活動
し、その活動内容を市民に分かりやすく説
明しなければなりません。 

(議員の責務) 
第 9 条 議員は、姫路市議会基本条例に基づ
き、公正かつ誠実に議会活動を行い、市民
の信頼に応えるよう努めるものとする。 
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 高松市 熊本市 函館市 姫路市 

 

執行 
機関 
の 
責務 

(執行機関の役割と責務)  
第12条 執行機関は、その権限に属する事務
を公正かつ誠実に執行するとともに、執行
機関相互の連携を図りながら、一体として
行政機能を発揮しなければならない。  

2 執行機関は、参画と協働による市政および
地域のまちづくりを推進するものとする。 

(市長等の役割) 
第10条 市長等は、次に掲げる役割を担いま
す。 

(1) 公平、公正かつ誠実に、透明性の高い市
政を行うこと。 

(2) 市民の意向及び地域の実情を的確に把
握し、行政サービスの質を向上させ市民の
満足度を高めること。 

(市政の基本原則) 
第12条 市長等及び市議会は、次に掲げる基
本原則に基づき市政を行います。 

(1) 自治の基本理念及び自治運営の基本原
則に基づいた市政を行うこと。 
(総合的な行政サービス) 
第16条 市長等は、市民の要望及び多様化す
る市政の課題に的確かつ柔軟に対応するた
め、組織間の連携を図り、総合的な行政サ
ービスを提供します。 

  (市長等の責務) 
第10条 市長等は、その権限に属する事務を
公正かつ誠実に執行するとともに、執行機
関相互の連携を図りながら、一体として行
政機能を発揮するものとする。 

2 市長等は、参画と協働によるまちづくりを
推進するとともに、まちづくりに係る市民
活動を支援するものとする。 

市民 
・ 
議会 
・ 
市長 
等 

市長 
の 
責務 

(市長の役割と責務) 
第11条 市長は、高松市の代表者として、市
民の信託にこたえ、市政全体の総合的な調
整その他の権限を適正に行使し、公正かつ
誠実に市政運営を行わなければならない。 

2 市長は、自治の基本理念  にのっとり、自
治の推進および市民福祉の向上に必要な施
策を講じなければならない。 

(市長の責務) 
第9条 市長は、住民の信託を受けた市の代表
として、市民の福祉の増進を図るため、地
方自治法その他の法令に定める権限を行使
し、総合的に市政を行います。 

 

(市長の責務) 
第15条 市長は、本市の代表として、公正か
つ誠実に市政を執行するとともに、市民の
意向を適切に把握し、効果的な施策の推進
に努めなければなりません。 

2 市長は、本市の明確な将来像を持ち、これ
を市民に明らかにするとともに、リーダー
シップを最大限に発揮してまちづくりに取
り組まなければなりません。 

3 市長は、地域の活性化に努めるとともに、
地域の魅力を高め、積極的に発信しなけれ
ばなりません。 

4 市長は、職員を適切に指揮監督し、人材を
育成するとともに、必要に応じて、専門的
な知識、経験等を有する人材を広く求め、
その活用に努めなければなりません。 

(市長等の責務) 
第10条  
3 市長は、市の代表者として、住民等の信頼
に応え、公正かつ誠実に行政運営を行うも
のとする。 

4 市長は、公共の福祉の増進を図るため、行
政サービスの質の向上等に必要な政策、施
策及び事業(以下これらを「政策等」とい
う。)を講ずるものとする。 
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 高松市 熊本市 函館市 姫路市 

市民 
・ 
議会 
・ 
市長 
等 

職員 
の 
責務 

(職員の責務)  
第13条 職員は、市民全体のために働く者と
して、法令、条例、規則等を遵守するとと
もに、公正、誠実かつ効率的に職務を遂行
しなければならない。  

2 職員は、職務に必要な専門的知識の習得お
よび能力向上に努めなければならない。  

3 職員は、職務の遂行に当たっては、参画と
協働による市政および地域のまちづくりの
推進に努めるものとする。 

(市の職員の責務) 
第11条 市の職員は、市長等の補助機関とし
てその役割を担い、職務を遂行するための
知識と能力の向上に努めるとともに、全体
の奉仕者として市民の視点に立って職務を
行います。 

(職員の責務) 
第16条 職員は、全体の奉仕者として、公正
かつ誠実に、迅速に職務を遂行するととも
に、市民に誠意をもって接しなければなり
ません。 

2 職員は、職務の遂行に必要な知識の習得お
よび研さんに努めて、市民に質の高い行政
サービスを提供するようにし、市民の信頼
を得られるようにしなければなりません。 

(職員の責務) 
第 11 条 職員は、全体の奉仕者として、法令、
条例及び規則等を遵守し、公正かつ誠実に、
全力で職務に専念するものとする。 

2 職員は、職務の遂行に当たっては、自らも
住民等の視点を持ち、市政運営に携わるも
のとする。 

 
総合 
計画 

(総合計画)  
第25条 市長は、総合的かつ計画的な行政運
営を図るため、総合計画を策定するものと
する。  

2 市長は、総合計画の策定に当たっては、参
画の機会を確保するものとする。  

3 執行機関は、総合計画を効果的かつ着実に
推進するため、透明性を確保しつつ適切に
進行管理を行うとともに、定期的にその進
捗状況を市民に公表するものとする。 

(総合的かつ計画的な市政) 
第13条 市は、総合的かつ計画的な市政を推
進するため、基本構想並びにその実現のた
めの基本計画及び実施計画をまとめた総合
計画を策定します。 

2 市長等は、総合計画の策定に当たっては、
市民の参画(以下「市民参画」といいます。)
の手続を実施し、市民の意見を適切に反映
させます。 

3 市長等は、総合計画の進行管理に当たって
は、市民参画の手続のもと、行政評価を実
施し、その結果を広く市民に公表するとと
もに、総合計画に反映させます。 

4 市長等は、総合計画を策定し、又は変更し
たときは、市民への周知を図ります。 

(総合計画) 
第17条 市長等は、将来を見据えた、総合的
で計画的な行政運営を図るため、総合計画
(議会の議決を経て定める基本構想ならび
にその実現を図るための基本的な計画およ
び実施に関する計画をいいます。以下この
条および第19条第3項において同じ。)を策
定しなければなりません。 

2 市長等は、総合計画の策定に当たっては、
市民の参加の機会の充実に努めます。 

3 市長等は、総合計画を着実に推進するた
め、進行管理を適切に行うとともに、その
結果を市民に公表します。 

(総合的かつ計画的な行政運営) 
第 12 条 市長等は、総合的かつ計画的な行政
運営を行うことを目的に、基本構想その他
の行政分野全般に係る政策等に関する計画
(以下これらを「総合計画」という。)を策
定するものとする。 

2 市長等は、総合計画の策定に当たり、多様
な意見の反映に努めるものとする。 

3 市長等は、総合計画を効果的かつ着実に推
進するため、進行管理を行うものとする。 

4 市長等は、総合計画が社会経済情勢の変化
や新たな行政需要に対応できるよう、常に
検討を加えるものとする。 

5 市長等は、各行政分野の計画について、総
合計画の趣旨を踏まえて策定するものとす
る。 

行政 
運営 
の 
基本 
原則 

行政 
評価 

(行政評価)  
第29条 執行機関は、施策、事業等の成果を
市民に明らかにし、効率的かつ効果的な市
政運営を行うため、行政評価を実施するも
のとする。この場合において、執行機関は、
市民の視点に立った外部評価を取り入れる
ものとする。  

2 執行機関は、行政評価の結果を市民に分か
りやすく公表するとともに、施策、事業等
に適切に反映するよう努めるものとする。 

(総合的かつ計画的な市政) 
第13条  
3 市長等は、総合計画の進行管理に当たって
は、市民参画の手続のもと、行政評価を実
施し、その結果を広く市民に公表するとと
もに、総合計画に反映させます。 

 

(行政評価) 
第23条 市長等は、効率的で効果的な行政運
営を行うとともに、その透明性を高め、説
明責任を果たすため、適切な行政評価を実
施しなければなりません。 

2 市長等は、行政評価の実施に当たっては、
市民、有識者等による外部評価の仕組みを
整備するよう努めます。 

3 市長等は、行政評価の結果を公表するとと
もに、行政運営に速やかに反映させ、その
改善に努めなければなりません。 

(効率的で効果的な行政運営) 
第 13 条 市長等は、効率的で効果的な行政運
営を行うため、事業の継続的な評価及び見
直しを行い、不断の行財政改革に取り組む
ものとする。 

2 市長等は、評価及び見直しの結果を政策等
に反映し、必要な措置を講ずるよう努める
ものとする。 

  
危機 
管理 

(危機管理体制の整備等)  
第34条 市は、常に災害等の緊急の事態に備
え、市民の身体、生命、財産の安全性が確
保できるよう、危機管理体制を整備すると
ともに、その対応に当たっては、市民、関
係団体等との連携・協力を図るものとする。 

(危機管理) 
第24条 市長等は、市民及び関係機関との連
携、協力及び相互支援のもと、災害等から
市民の生命、身体及び財産の安全を確保す
るよう、危機管理体制の構築に努めます。 

  (危機管理) 
第 14 条 市長等は、住民等の生命及び身体等
の安全を確保するための体制を整備すると
ともに、災害等による緊急事態の対応に当
たっては、住民等及び関係機関と連携及び
協力をし、相互に支援を行うものとする。 
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財政 
・ 
財務 

(財政運営)  
第26条 市長は、長期的な視点から財政収支
を十分考慮した予算編成を行うとともに、
効率的かつ効果的な政策等の展開を図るこ
とにより、健全な財政運営に努めなければ
ならない。  

2 市長は、毎年度の予算および決算その他市
の財政状況に関する情報を市民に、分かり
やすく公表しなければならない。 

(市政の基本原則) 
第12条 市長等及び市議会は、次に掲げる基
本原則に基づき市政を行います。 

(2) 健全な財政のもとで、総合的かつ計画的
な市政を行うとともに、事務を処理するに
当たっては、最少の経費で最大の効果を挙
げること。 

(効率的かつ効果的な市政) 
第14条 市長等は、効率的かつ効果的な市政
を行うため、不断に行財政改革に取り組み
ます。 

2 市長等は、行財政改革の進行管理を適切に
行い、市民に公表します。 

3 市長等は、財政状況について市民にわかり
やすい資料を作成し、市民に公表します。 

(財政運営) 
第19条 市長等は、中長期的な展望に立ち、
健全な財政運営に努めなければなりませ
ん。 

2 市長は、予算および決算の内容ならびに財
政状況を分かりやすく市民に公表し、財政
運営の透明性の確保に努めなければなりま
せん。 

3 市長は、総合計画や行政評価等の結果を踏
まえ、効率的で効果的な予算を編成するよ
う努めなければなりません。 

(財産管理) 
第20条 市長その他の財産の管理の権限を有
する者は、その所管する財産の適正な管理
に努めなければなりません。 

(財政及び財務) 
第 15 条 市長等は、行政運営に当たっては、
財政及び財務の規律の遵守に注力し、健全
な財政に努めるものとする。 

2 市長等は、市の財政状況を正確にかつ分か
りやすく公表するものとする。 

行政 
運営 
の 
基本 
原則 

行政 
組織 

(行政組織の編成)  
第 33 条 執行機関は、市民に分かりやすく、
機動的かつ効率的な市政運営が可能となる
よう組織の編成を行うとともに、組織の横
断的な調整を図るものとする。 

(組織体制) 
第15条 市長等は、社会経済情勢の変化及び
多様化する市政の課題に的確に対応するた
め、効率的かつ機能的な組織体制を整備し
ます。 

(人事体制) 
第17条 市長等は、適切な人事評価及び人事
配置を行います。 

2 市長等は、市政の課題に的確に応えること
ができる知識と能力を持った職員の育成を
図ります。 

(組織および運営) 
第18条 市長等の組織は、市民が利用しやす
く、簡素で効率的に、かつ、機能的になる
よう編成されなければなりません。 

2 市長等は、定員の適正化を図るなど、常に
組織およびその運営の合理化に努めなけれ
ばなりません。 

3 市長等は、社会経済情勢の変化に迅速かつ
柔軟に対応することができるよう、組織内
の横断的な連携および調整を図るととも
に、職員の意識の向上に努めなければなり
ません。 

(行政組織) 
第 16 条 市は、社会経済情勢及び求められる
役割の変化等に的確に対応する組織を構築
するものとする。 

2 市は、機能的かつ効率的に組織の構築を行
うものとする。 

 
外郭 
団体 

(財政運営)  
第26条 
3 執行機関は、出資法人(市が資本金、出資
金その他これらに準ずるものの 2 分の 1 以
上を出資している法人をいう。)に対し、そ
の運営が健全に維持されるよう、適切な指
導等を行うものとする。 

  (出資団体) 
第25条 市長等は、本市が出資している団体
について、出資の必要性、経営状況等を必
要に応じて検証し、これを市民に公表しな
ければなりません。 

(行政組織) 
第 16 条  
3 市長等は、外郭団体(以下「団体」という。)
と連携し、各団体の設置目的を効果的かつ
効率的に達成するよう努めるとともに、各
団体に対し、その設置目的が社会経済情勢
の変化等に適応し、適正かつ健全に運営が
行われるよう、助言及び指導を行うものと
する。 

 法務 

(政策法務)  
第 32 条 市は、市政の課題に対応した自主的
な政策等を実行するため、地方公共団体に
関する法令の規定について、地方自治の本
旨に基づき、これを解釈するとともに、条
例、規則等の整備を積極的に行うものとす
る。 

    (法務) 
第 17 条 市長等は、政策等の立案及び実施並
びに行政課題の解決に当たり、適正に法令
を解釈するとともに、条例及び規則等の整
備を積極的に行うものとする。 
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 高松市 熊本市 函館市 姫路市 

 
行政 
手続 

(行政手続)  
第 28 条 執行機関は、市民の権利利益の保護
に資するため、別に条例で定めるところに
より、処分、行政指導その他の行政手続に
関して共通する事項を明らかにし、市政運
営における公正の確保と透明性の向上を図
るものとする。 

(行政手続) 
第20条 市長等は、適切に行政手続を行い、
市政における公正の確保と透明性の向上を
図り、市民の権利と利益の保護に努めます。 

(行政手続) 
第21条 市は、市民の権利利益を保護するた
め、行政手続に関して共通する事項を定め
て、行政運営における公正の確保と透明性
の向上を図らなければなりません。 

(行政手続) 
第 18 条 市長等は、姫路市行政手続条例(平
成 9 年 10 月 1 日施行)で定めるところによ
り、処分、行政指導及び届出に関する行政
手続に関し、共通する事項を明らかにし、
行政運営における公正の確保及び透明性の
向上を図るものとする。 

 
公益 
通報 

(公益通報)  
第 31 条 執行機関は、市政の適法かつ公正な
運営を確保するため、市政運営に係る違法
な行為について職員から行われる通報を受
ける体制を整備するとともに、通報を行っ
た職員が、通報により不利益を受けないよ
う必要な措置を講じなければならない。 

(公益通報制度) 
第18条 市長等は、公益通報(市政の適正な運
営を確保するために、違法な行為等につい
て市の職員等から行われる通報をいいま
す。以下同じです。)を受ける体制を整備し
ます。 

2 市長等は、通報者が公益通報により不利益
を受けないよう適切な措置を講じます。 

  (公益通報) 
第 19 条 市長は、行政運営に係る法令違反等
について、職員からの通報を受ける体制を
整備するものとする。 

2 市は、通報を行った職員が通報による不利
益を受けることがないよう、必要な措置を
講ずるものとする。 

行政 
運営 
の 
基本 
原則 

説明 
責任 

(説明責任等)  
第27条 執行機関は、政策等の立案、実施お
よび評価の各過程において、市民に分かり
やすく説明しなければならない。  

(市政の基本原則) 
第12条 市長等及び市議会は、次に掲げる基
本原則に基づき市政を行います。 

 (3) 市民に対しての説明責任を果たすこ
と。 
(説明責任) 
第22条 市長等及び市議会は、施策の立案、
実施及び評価のそれぞれの段階において、
施策に関する情報を市民にわかりやすく説
明します。 

  (説明責任) 
第 20 条 市長等は、政策等の立案、実施及び
評価に関する情報を、各過程において分か
りやすく説明するものとする。 

 

意見 
・ 
要望 
・ 
苦情 
等へ 
の対 
応 

(説明責任等)  
第27条  
2 執行機関は、市民の市政に関する意見、要
望、苦情等に対し、速やかに事実関係を調
査し、誠実に対応するよう努めなければな
らない。 

(意見等の取扱い) 
第21条 市長等は、市民の市政に関する意見、
提案、相談、要望及び苦情に対し、迅速か
つ誠実な対応に努めます。 

  (意見等への対応) 
第 21 条 市長等は、行政運営に対する意見及
び要望等(以下これらを「意見等」という。)
に対して誠実かつ迅速に対応し、その内容
を事業の改善に反映するよう努めるものと
する。 

2 市長等は、意見等の対応に当たり、職員の
公正な職務の遂行を確保するため、別に定
めるところにより、必要な措置を講ずるも
のとする。 

  

要望 
の記 
録と 
公開 

  (意見等の取扱い) 
第21条 
2 市長等は、前項の対応の経過、結果等につ
いて、記録を行い、公開します。 
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 高松市 熊本市 函館市 姫路市 

行政 
運営 
の 

監査 

(外部監査)  
第 30 条 市長は、適正で効果的な市政運営を
確保するため、地方自治法(昭和 22 年法律
第 67 号)に基づき、外部監査人と外部監査
契約を締結し、外部監査を実施するものと
する。 

  (監査制度) 
第24条 本市は、法令に基づく監査を実施す
るとともに、適正かつ効率的で効果的な行
財政の運営を確保するため、監査機能の一
層の充実を図ります。 

 

基本 
原則 オン 

ブズ 
マン 
組織 

  (公的オンブズマン) 
第23条 市は、公平かつ中立的な立場で市長
等が行う市政に関する市民の苦情を処理す
るための機関として、別に条例で定めると
ころにより、公的オンブズマンを設置しま
す。 

   

 

情報 
共有 
・ 
情報 
公開 
・ 
情報 
提供 

(情報の共有)  
第14条 市は、市政に関する情報を積極的に、
分かりやすく、かつ、適時に市民に提供し、
市民との情報の共有に努めなければならな
い。  

2 執行機関は、参画と協働による市政運営に
資するため、市民と情報を共有するための
仕組みの整備を図らなければならない。 

(情報公開)  
第 15 条 市は、市民の知る権利を尊重し、市
の諸活動を市民に説明する責務が全うされ
るよう、別に条例で定めるところにより、
市の保有する情報を原則として公開しなけ
ればならない。 

(情報共有の原則) 
第25条 市長等及び市議会は、市政に関する
情報が市民との共有財産であることを認識
し、これを市民に開示するとともに、積極
的かつ迅速な提供に努めます。 

2 市民は、市長等及び市議会に対し、まちづ
くりに関する情報の積極的な提供に努めま
す。 

3 市長等は、市政・まちづくりに関する情報
を提供する仕組みを整備します。 

(情報の提供) 
第6条 市は、まちづくりについて市民と共通
の認識を持つために、保有する情報を市民
に積極的かつ迅速に、分かりやすく提供す
るよう努めなければなりません。 

2 市は、広報紙、ホームページなどの多様な
手段による情報の提供に努めます。 

(情報の公開) 
第 7 条 市は、保有する情報について、市民
の知る権利を保障し、個人情報等の公開で
きない情報を除き、公開しなければなりま
せん。 

(情報の提供と共有) 
第 22 条 市は、参画と協働を推進するため、
市政に関する情報を住民等に積極的に提供
するよう努めるとともに、正確かつ迅速に、
分かりやすく行うものとする。なお、子ど
もに対しては、市政に関心を抱くよう、配
慮するものとする。 

2 市及び住民等は、まちづくりに関する情報
の交換を図り、その共有に努めるものとす
る。 

(情報の公開) 
第 23 条 市は、非公開情報が記録されていな
い限り、姫路市情報公開条例(平成 14 年 4
月 1 日施行)で定めるところにより、公文書
を公開するものとする。 

参画 
と 
協働 子ど 

も 

  (青少年・子どもの参画) 
第28条 市民、市議会及び市長等は、青少年・
子ども(未成年の市民をいいます。)が有す
る市政・まちづくりに参画する権利が実効
性のあるものとなるよう環境づくりに努め
ます。 

  (情報の提供と共有) 
第 22 条  
2 市は、市政に関する情報を、正確かつ迅速
に、分かりやすく提供するものとする。な
お、子どもに対しては、市政に関心を抱く
よう、配慮するものとする。 

  
個人 
情報 
保護 

(個人情報の保護)  
第 16 条 市は、個人の権利利益を保護するた
め、別に条例で定めるところにより、市の
保有する個人情報を適正に取り扱うととも
に、個人情報の開示、訂正等を請求する市
民の権利について、適切な措置を講じなけ
ればならない。 

(個人情報保護) 
第26条 市長等及び市議会は、市民の基本的
人権の擁護及び信頼される市政の実現のた
め、個人情報を適正に管理するとともに、
その利用、情報提供等に関し適切な保護措
置を講じます。 

(個人情報の保護) 
第22条 市は、市民の基本的人権を擁護する
ため、保有する個人情報を適切に管理し、
保護しなければなりません。 

2 市民は、自己の個人情報について、その開
示、訂正等を求めることができます。 

(個人情報保護) 
第 24 条 市は、個人の権利利益を保護するた
め、姫路市個人情報保護条例(平成 18 年 3
月 27 日施行)で定めるところにより、個人
情報の公正かつ適正な取扱いを確保するも
のとする。 
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  参画 

(地域のまちづくりへの参画)  
第17条 市民は、自らが地域の自治の担い手
であるとの認識の下、互いに助け合い、主
体的に地域のまちづくりに取り組むものと
する。  

(市政への参画)  
第18条 市は、市民が市政に参画できる多様
な機会を確保するとともに、政策等の立案、
実施および評価の各過程において、参画の
推進に努めなければならない。 

(参画の原則) 
第27条 市民、市議会及び市長等は、参画に
よる市政・まちづくりに取り組みます。 

2 参画による市政・まちづくりは、男女が共
同して取り組みます。 

(市民参画・協働のための仕組み) 
第30条 市長等は、重要な施策の立案、実施
及び評価のそれぞれの段階において、市民
参画を拡充推進するための仕組みを整備し
ます。 

2 市長等は、それぞれの事案に応じて効果的
な市民参画の手法を選択するとともに、こ
れを公表し、実施します。 

3 市長等は、市民参画により表明された意見
や示された提案を総合的に検討し、その結
果を市民に公表するとともに、適切に施策
へ反映させるよう努めます。 

(まちづくりへの市民参加の推進) 
第8条 市は、市民のまちづくりへの参加を推
進します。 

2 市は、市民のまちづくりへの参加を推進す
るため、活動の場の提供、環境づくり、情
報の提供などその仕組みの整備に努めま
す。 

3 市長等は、政策等について、その立案、実
施、評価等の各段階において、市民が参加
できるよう努めます。 

4 市は、まちづくりの推進当たっては、広く
市民の意見を聴く機会を設けるとともに、
その機会の効果的な周知に努めます。 

(参画の機会確保と推進) 
第 25 条 市長等は、住民等がまちづくりに参
画することができる機会の確保に努めると
ともに、政策等の立案、実施及び評価の各
過程において、参画の推進に努めるものと
する。 

参画 
と 
協働 

パブ 
リッ 
ク・
コ 
メン 
ト 

(パブリックコメント手続)  
第19条 執行機関は、重要な政策等の策定に
当たっては、事前にその案を公表して市民
から意見を募る手続(次項において「パブリ
ックコメント手続」という。)を行うものと
する。  

2 執行機関は、パブリックコメント手続によ
り提出された意見を考慮して意思決定を行
うとともに、その意見に対する考え方を公
表するものとする。 

(市民参画・協働のための仕組み) 
第30条 市長等は、重要な施策の立案、実施
及び評価のそれぞれの段階において、市民
参画を拡充推進するための仕組みを整備し
ます。 

3 市長等は、市民参画により表明された意見
や示された提案を総合的に検討し、その結
果を市民に公表するとともに、適切に施策
へ反映させるよう努めます。 

(意見公募制度) 
第27条 市長等は、市民生活に大きな影響を
与える条例および計画等の制定等に当たっ
ては、市民の意見を反映させるため、事前
にその案を公表し、広く市民の意見を求め
るものとします。 

2 市長等は、市民から提出された意見を十分
に考慮して意思決定を行うとともに、提出
された意見とそれに対する市長等の考え方
を公表します。 

(意見の聴取) 
第 26 条 市長等は、市の重要な計画の策定時
等には、案件を事前に公表し、住民等の意
見の聴取に努めるものとする。 

 

審議 
会等 
への 
参加 
・ 
公募 
等 

(附属機関等の委員の公募)  
第 20 条 執行機関は、附属機関等について、
その委員の一部を公募により選任するもの
とする。 

(審議会等) 
第19条 市は、法令に基づき設置する附属機
関のほか、必要に応じ審議会等を設置しま
す。 

2 市長等は、審議会等の委員については、識
見を有する者を選任するほか、公募等によ
り市民の幅広い層から必要な人材を選任す
るよう努めます。 

(附属機関等) 
第26条 市長等は、市民の市政への参加の機
会を広げるため、附属機関等の設置の目的
等に応じ、附属機関等の委員に公募の委員
を加えるようにするとともに、委員の男女
の比率、年齢構成および選出区分が著しく
不均衡にならないよう努めなければなりま
せん。 

(附属機関等への参加等) 
第 27 条 市長等は、附属機関及び懇談会等
(以下これらを「附属機関等」という。)に
住民等の参加を求め、附属機関等の審議に
住民等の意見を反映させるものとする。 

  

審議 
会等 
の 
公開 

      (附属機関等への参加等) 
第 27 条 
2 市長等が設置する附属機関等の会議は、原
則として公開するものとする。 
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参画 
と 
協働 

住民 
投票 

(住民投票)  
第21条 市長は、市政に関し特に重要な事案
について、直接、住民の意思を確認するた
め、住民投票を実施することができる。  

2 住民投票に付すべき事項、投票の手続、投
票資格要件その他住民投票の実施に必要な
事項は、事案ごとに条例で定める。  

3 市は、住民投票の結果を尊重するものとす
る。 

(住民投票) 
第34条 市長は、市政に係る重要事項につい
て、住民の意思を把握するため、その事項
ごとに定められる条例により、住民投票を
実施することができます。 

2 市長は、住民投票の結果を尊重します。 
(住民投票の請求及び発議) 
第35条 本市において選挙権を有する者は、
法令の定めるところにより、その総数の50
分の1以上の者の連署をもって、その代表者
から、住民投票を規定した条例の制定を市
長に請求することができます。 

2 市議会議員は、法令の定めるところによ
り、議員の定数の12分の1以上の者の賛成を
得て、住民投票を規定した条例を市議会に
提出することで住民投票を発議することが
できます。 

3 市長は、必要に応じ、住民投票を規定した
条例を市議会に提出することで住民投票を
発議することができます。 

(住民投票) 
第10条 市長は、市政に関する特に重要な事
項について、広く市民(市内に住所を有する
者(法人を除きます。)に限ります。第3項に
おいて同じ。)の意思を確認するため、議会
の議決を経て制定された条例で定めるとこ
ろにより、住民投票を実施することができ
ます。 

2 前項の条例には、投票に付すべき事項、投
票をすることができる人など住民投票の実
施に必要な事項を定めるものとします。 

3 市長は、住民投票の実施に当たっては、住
民投票に係る情報を市民に提供しなければ
なりません。 

4 市長は、住民投票の結果を尊重します。 
(住民投票に係る条例の制定請求) 
第11条 議会の議員および市長の選挙権を有
する者は、法令の定めるところにより、住
民投票を実施するための条例の制定を請求
することができます。 

(住民投票) 
第 28 条 市長は、市政に関し、特に重要な事
案について広く住民の意思を確認するた
め、住民投票を実施することができる。 

2 住民投票を実施する場合、その実施に必要
な事項は、事案ごとに条例で定めるものと
する。 

3 市長は、住民投票の結果を尊重するものと
する。 

 

協働 

(協働の推進)  
第 22 条 市は、協働を推進するための仕組み
を整備するとともに、協働の推進に当たっ
ては、市民の自主的な活動を支援するもの
とする。この場合において、市の支援は、
市民の自主性および自立性を損なうもので
あってはならない。 

(協働の原則) 
第29条 市民、市議会及び市長等は、目的と
情報を共有し、相互の理解と信頼のもとに、
協働による市政・まちづくりに取り組みま
す。 

2 市長等は、協働の推進に当たっては、市民
の自主性及び自立性を損なわないようにし
なければなりません。 

(市民参画・協働のための仕組み) 
第30条  
4 市長等は、協働を拡充推進するための仕組
みを整備します。 

(協働によるまちづくりの推進) 
第9条 市民および市は、それぞれの立場を理
解し、信頼し合いながら協働によるまちづ
くりを推進するよう努めます。 

2 市は、協働によるまちづくりの推進に当た
っては、市民の自主性を尊重します。 

(協働の推進) 
第 29 条 市長等は、協働するための仕組みを
整備するとともに、多様な担い手による協
働を推進するものとする。 

2 市長等は、協働の推進に当たっては、住民
等の自主性及び自発性を損なわないよう配
慮するものとする。 
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 高松市 熊本市 函館市 姫路市 

参画 
と 

協働 

地域 
等協 
議会 

(地域コミュニティ協議会)  
第23条 市は、市民主体の自治を推進するた
め、次項に規定する地域コミュニティ協議
会の活動を尊重し、その活動に対して適切
な支援を行うものとする。  

2 市民は、地域の個性および自立性を尊重し
た地域のまちづくりを行うため、地域コミ
ュニティ協議会(共同体意識の形成が可能
な一定の地域において、その地域に居住す
る個人および所在する法人その他の団体を
構成員とし、民主的な運営により、地域の
課題を解決するために活動する組織で、一
の地域につき一に限り市長が認定したもの
をいう。次項において同じ。)を設置するこ
とができる。  

3 地域コミュニティ協議会は、自らの活動に
責任を持って、自主的かつ自立的に地域の
まちづくりに取り組むものとする。 

     

国及
び他 

国等 
との 
関係 

(国および他の地方公共団体との連携・協力)  
第 35 条 市は、国および他の地方公共団体と
連携・協力して、共通する課題の解決に努
めなければならない。 

(国、他の地方公共団体等との連携) 
第36条 市は、国及び県と共通する課題の解
決を図るため、これらと対等な関係のもと
で相互に協力し連携に努めます。 

(国、北海道等との協力および連携) 
第28条 本市は、適切な役割分担のもと、国
および北海道と対等な立場で相互に協力お
よび連携をしてまちづくりを推進します。 

(国や他の地方公共団体との関係) 
第 30 条 市は、国及び県と適切な役割分担の
下、対等な立場で相互に協力し、共通する
課題の解決に努めるものとする。 

の地
方公
共団
体等
との 
連携 

広域 
連携 

(国および他の地方公共団体との連携・協力)  
第 35 条 市は、国および他の地方公共団体と
連携・協力して、共通する課題の解決に努
めなければならない。 

(国、他の地方公共団体等との連携) 
第36条  
2 市は、広域的な課題の解決を図るため、近
隣の地方公共団体と連携し、広く地域全体
が発展するよう努めます。 

(国、北海道等との協力および連携) 
第28条  
2 本市は、広域的な課題解決や地域の相互発
展のため、近隣自治体と積極的に協力およ
び連携をしてまちづくりを推進します。 

(国や他の地方公共団体との関係) 
第 30 条  
2 市は、他の地方公共団体と共通する市政の
課題及び広域的な課題について、積極的に
連携及び協力を図り、その解決に努めるも
のとする。 

・ 
協力 

国際 
交流 

  (国、他の地方公共団体等との連携) 
第36条 
3 市は、地球環境の保全等共通する課題の解
決を図るため、国内及び国外の都市等との
連携に努めます。 

  (国際交流) 
第31条 市は、国際社会における役割を果た
すため、国外の都市等との交流、連携及び
協力を図るとともに、得られた情報を市政
に生かすよう努めるものとする。 
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 高松市 熊本市 函館市 姫路市 

条例 
の 
見直 
し 

条例 
運用 
や 
見直 
し 

(条例の検証)  
第 36 条 市は、この条例の趣旨に照らして、
自治運営の状況を把握し、検証するため、
別に条例で定めるところにより、高松市自
治推進審議会を置く。 

(条例の見直し)  
第 37 条 市は、4年を超えない期間ごとに、
この条例の規定について検討を加え、その
結果に基づいて見直しを行う等の必要な措
置を講ずるものとする。 

(自治推進委員会) 
第37条 本市の自治の推進を図り、個性豊か
で活力に満ちた社会の実現に寄与するた
め、市長の附属機関として熊本市自治推進
委員会(以下「委員会」といいます。)を設
置します。 

2 委員会は、市長の諮問に基づき、自治運営
の基本原則に関する重要事項その他の事項
を審議します。 

3 委員会は、前項に規定するもののほか、自
治運営の基本原則に関する重要事項につい
て市長に意見を述べることができるものと
します。 

4 委員会は、自治に識見を有する者及び市民
によって構成されます。 

5 前各項に定めるもののほか、委員会の組織
及び運営に関し必要な事項は、規則で定め
ます。 

(条例の見直し) 
第39条 市長は、この条例の施行後、4年を超
えない期間ごとにこの条例を見直し、適切
な措置を講じます。 

2 市長は、この条例の見直しに当たっては、
市民参画の手続を実施します。 

(条例の見直し) 
第29条 市長は、この条例の規定が社会経済
情勢に適合した内容となっているかどうか
を必要に応じて検討し、その結果に基づい
て見直し等の必要な措置を講じなければな
りません。 

2 市長は、前項の規定により検討し、および
必要な措置を講ずるに当たっては、市民を
主体とした検討組織を設け、その意見を聴
くものとします。 

(条例の見直し) 
第 32 条 市長は、この条例の趣旨を踏まえて
行政運営を行うものとする。 

2 市長は、住民等の意見及び社会情勢の変化
等を踏まえ、本条例について検討を加え、
必要な措置を講ずるものとする。 

3 市長は、前項の措置を講ずるに当たって
は、住民等が参加する附属機関を設け、そ
の意見を聴くものとする。 

 委任 
(委任)  
第 38 条 この条例の施行に関し必要な事項
は、別に定める。 

     

その 
他 

他の 
条例 
の 
制定 

  (参画と協働によるまちづくり条例) 
第31条 参画と協働を拡充推進するための基
本的な事項については、別に条例で定める
ものとします。 

   

 


